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○広島市消費生活条例（抜粋） 
 

（不当な取引行為の禁止） 

第16条 事業者は、その供給する商品又は役務の取引に当たって、次の各号のいずれかに該当する

行為で市長が指定するもの（以下「不当な取引行為」という。）を行ってはならない。 

(1) 消費者に対し商品の売買又は役務の提供に係る契約（以下「商品売買契約等」という。）

の締結を勧誘しようとして、消費者に迷惑を及ぼし、又は消費者を欺いて消費者に接触する行

為 

(2) 消費者との商品売買契約等の締結又はその勧誘に際して、口頭によると文書によるとを問

わず、消費者が当該商品売買契約等に関する事項を正確に認識することを妨げるおそれがある

行為 

(3) 消費者との商品売買契約等の締結又はその勧誘に際して、契約を締結させようとして消費

者に害を加え、消費者を威迫し、又は困惑させる等消費者の自由な意思形成を妨げるおそれが

ある行為 

(4) 消費者の利益を不当に害することとなる内容の条項を含む商品売買契約等を締結させる行

為 

(5) 消費者との商品売買契約等に関し、消費者又はその関係人を欺き、威迫し、又は困惑させ

る等により、商品売買契約等（当該商品売買契約等の成立、存続又はその内容について当事者

間で争いのあるものを含む。）に基づく債務の履行を請求し、又は当該債務を履行させる行為 

(6) 消費者との商品売買契約等に関し、法令の規定又は契約に基づく債務の全部又は一部の履

行を不当に拒否し、又は遅滞させる行為 

(7) 消費者との商品売買契約等に関し、法律上認められた消費者の権利の行使を妨げるおそれ

がある行為 

(8) 商品を販売し、又は役務を提供する事業者（その取次店等実質的な販売行為又は提供行為

を行う者を含む。）からの商品の購入又は役務の提供を受けることを条件又は原因として信用

の供与をする契約又は保証を受託する契約（以下「与信契約等」という。）に関する行為であ

って、次のいずれかに該当するもの 

ア 消費者の利益を不当に害することを知り、又は知ることができたにもかかわらず、与信契

約等の締結を勧誘し、又はその締結をさせる行為 

イ 消費者の利益を不当に害する方法で与信契約等に基づく債務の履行を迫り、又はその履行

をさせる行為 

２ 市長は、不当な取引行為を指定し、又はこれを変更しようとするときは、広島市消費生活審議

会の意見を聴くものとする。 

３ 市長は、不当な取引行為を指定し、又はこれを変更したときは、これを告示するものとする。 

（不当な取引行為に関する調査、勧告等） 

第17条 市長は、事業者が不当な取引行為を行っている疑いがあると認めるときは、速やかに必要

な調査を行うものとする。 

２ 市長は、前項の調査の結果、事業者が不当な取引行為を行っていると認めるときは、当該事業

者に対し、当該不当な取引行為を行わないよう指導し、又は勧告するものとする。 

（不当な取引行為の未然防止） 

第18条 市長は、事業者が不当な取引行為を行うおそれがあると認めるときは、消費者に不利益が

生ずることを未然に防止するため、必要な調査又は指導を行うことができる。 

（相当多数の消費者の不利益の発生等の防止のための公表） 

第19条 市長は、事業者の不当な取引行為により相当多数の消費者に不利益が生ずるおそれが高い

と認める場合において、当該不利益の発生又は拡大を防止するために緊急の必要があると認める

ときは、次に掲げる事項を公表するものとする。 

(1) 当該不当な取引行為の内容 

(2) 当該不当な取引行為を行っている、又は行うおそれのある事業者の氏名及び住所（法人に

あっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 

(3) その他市長が必要と認める事項 

参考 


